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平成２２年度 人事行政の運営等の状況の公表      

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（平成２２年度実施）   

 職 種 申込者数（人） 受験者数（人） 合格者数（人） 倍 率 採用者数（人） 

一般事務 １００ ８４ ８ １０．５ ８ 

保育士・教諭職 １２ １２ １ １２．０ １ 

電気職 １ １ １  １．０ １ 

土木職 ０ ０ ０ ０ ０ 

機械職 ３ ３ １  ３．０ １ 

化学職 ５ ５ １  ５．０ １ 

消防職 ２８ ２１ ３  ７．０ ３ 

看護師（5/23実施） ３ ３ ３  １．０ ３ 

看護師（7/25実施） １０ １０ １０  １．０ １０ 

薬剤師（7/25実施） １ １ １  １．０ １ 

看護師（10/24実施） ７ ７ ６  １．２ ５ 

臨床検査技師（10/24実施） ３ ２ １  ２．０ １ 

看護師（1/27実施） ３ ２ ２  １．０ １ 

診療放射線技師（1/27実施） １１ １１ １ １１．０ １ 

看護師（2/27実施） ２ ２ ２  １．０ ２ 

看護師（3/27実施） ２ ２ ２  １．０ ２ 

  



 2 

 

２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 職員の採用・退職の状況 

職  種 平成２２年度中退職（人） 平成２２年度中採用（人） 

事務職 ２４ ８ 

保育士・幼稚園教諭職 ７ ２ 

一般技術職 １  

土木職 ３  

建築職  １ 

化学技師 ２  

保健師 １ １ 

医療事務  ２ 

医師 ５ ３ 

薬剤師 １ １ 

診療放射線技師 ２  

臨床検査技士 ２  

臨床工学技士  １ 

看護師 １２ １３ 

准看護師 ２  

消防士 ２ ５ 

技能労務職 １４  

教育職 ２ １ 

合  計 ８０ ３８ 
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⑵ 部門別職員数の状況（各年４月１日現在） 

   

 

 部門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成２２年 平成２１年 

一 

般 

行 

政 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

     １０ 

    １２７ 

     ３６ 

    １４１ 

    １０３ 

      １ 

     １５ 

      ２ 

     ５２ 

     １０ 

    １２６ 

     ３６ 

    １５０ 

    １０６ 

      １ 

     １６ 

      ２ 

     ５０ 

     

      １ 

        

    △ ９ 

    △ ３ 

     

    △ １ 

        

      ２ 

  

 経営企画室の新設等 

 

保育所業務の見直し等 

火葬業務の見直し等 

 

農業業務の見直し 

 

土木業務の見直し等 

 小  計     ４８７     ４９７     △１０  

特 

別 

行 

政 

教  育 

消  防 

    １１６ 

     ９２ 

    １２３ 

     ９１ 

    △ ７ 

      １ 

小学校給食の一部民間委託等 

欠員不補充 

小  計     ２０８     ２１４     △ ６  

公 

営 

企 

業 

等 

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

    ３２０ 

     ４１ 

     ４２ 

     ３３ 

    ３２１ 

     ４６ 

     ４７ 

     ３５ 

    △ １ 

    △ ５   

    △ ５   

    △ ２ 

    △ 

１ 

欠員不補充 

水道業務の見直し 

下水道業務の見直し等 

介護保険業務の見直し  

小  計     ４３６     ４４９     △１３  

合 計   １,１３１   １，１６０     △２９  

 

 

３ 職員の給与の状況 

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

 

 

人 件 費 

Ｂ 

 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 

 （参考） 

２０年度の人件費率 

 
平成22年度 

人 

   ９４，８５４ 

千円 

33,979,448 

千円 

  6,585,314 

％ 

    １９．４ 

         ％ 

      ２１.７ 

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給     与     費 １人当たりの給与費 

    Ｂ／Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

平成23年度 
   人 

 ６８６ 

    千円 

  2,781,307 

     千円 

     542,952 

851,138 

     千円 

  1,010,656 

    千円 

  4,334,915 

        千円 

     ６,３１９ 

    ※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

     給与費は、当初予算に計上された額です。 
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  ⑶ ラスパイレス指数の状況 

平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度 

98.5 97.7 97.4 98.6 99.4 

 

 ⑷ 職員の平均給料月額と平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４５歳 ３月 ３５０，９１８円 

技能労務職 ５１歳 ３月 ３５８，６０５円 

 

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

区   分 

経験年数１０年 

（平成１２年４月１日採用） 

経験年数１５年 

（平成７年４月１日採用） 

経験年数２０年 

（平成２年４月１日採用） 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 
大学卒  272,050円 33歳 2月  316,300円 37歳 7月  353,025円 43歳 2月 

高校卒  該当職員なし   該当職員なし   303,200円 40歳10月 

技能労務職 高校卒  該当職員なし   279,100円 42歳 7月  315,267円 43歳 4月 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 

区     分 初 任 給 ２年後の給料 

  

一般行政職 
大学卒   180,600 円   191,200 円 

高校卒   145,900 円   152,800 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

区  分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計 

標準的な職務内容 
部 長 

局 長 

次 長 

室 長 

局 長 

課 長 

主 幹 

副課長 

係 長 

主 任 

事務吏員 

技術吏員 

事務吏員 

技術吏員 

事務員 

技術員 
 

職 員 数 １１人 ２８人 ７２人 ２１９人 ２７人 ３０人  ７人 ３９４人 

構 成 比   2.8 ％   7.1 ％  18.3 ％  55.5 ％   6.9 ％   7.6 ％  1.8 ％   100 ％ 

参 

考 

１年前の構成比   3.3 ％   5.8 ％  20.6 ％  52.2 ％   9.3 ％   5.5 ％  3.3 ％   100 ％ 

５年前の構成比   3.8 ％   5.5 ％  26.9 ％  47.5 ％  13.4 ％   2.4 ％  0.5 ％   100 ％ 

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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⑻ 職員手当 

  ア 期末手当・勤勉手当   

支給実績（平成２２年度普通会計決算） 

              １，０１０，６５６ 千円  

１人当たり平均支給額（平成２２年度普通会計決算） 

               １，４７３，２５９ 円 

（平成２２年度支給割合） 

       期末手当       勤勉手当 

  ６月期  １．２５月分  ０．６４～０．７６ 月分 

 １２月期  １．３５月分  ０．５９～０．７１ 月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

  イ 退職手当（平成２２年４月１日現在） 

 

  ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（平成２２年度普通会計決算） 

支給職員一人当た り 

平 均 支 給 年 額 

（平成２２年度普通会計決算） 

全 市 域 ３％ ９０，００３千円    １３２，１６２ 円 

  エ 特殊勤務手当 

 支給実績（平成２２年度普通会計決算）    ２８，１８４ 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度普通会計決算）    １７７，２５７ 円 

 手当の種類 （手当数）        ２８ 

  オ 時間外勤務手当 

平成２２年度普通会計決算 
支 給 総 額   １４１，５２７ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２６２，０８７ 円 

平成２１年度普通会計決算 
支 給 総 額   １４２，７５５ 千円 

職員１人当たり支給年額    ２５７，６８０ 円 

   

１人当たり平均支給額 

               １４，７６４ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    23.50月分        30.55月分 

  勤続25年    33.50月分        41.34月分 

  勤続35年    47.50月分        59.28月分 

  最高限度額   59.28月分        59.28月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～２０％加算 
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  カ 扶養手当（平成２２年４月１日現在） 

支給実績（平成２２年度普通会計決算） 

                              ９１，０７６ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度普通会計決算） 

                              ２６４，７５５ 円 

 配偶者                                   月 １３，０００円 

 配偶者以外の扶養親族                         月  ６，５００円 

配偶者がない場合の扶養親族のうち１人                       月 １１，０００円 

 扶養親族のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

  キ 住居手当（平成２２年４月１日現在） 

支給実績（平成２２年度普通会計決算） 

                ３６，４３２ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度普通会計決算） 

                 ８３，１７８ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

自宅居住者（持家）    ４，０００円  

    ク 通勤手当（平成２２年４月１日現在） 

支給実績（平成２２年度普通会計決算） 

                ３２，１５１ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度普通会計決算） 

                 ６１，１２３ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額     ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満   ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満   ４，１００円 

   １０㎞以上１５㎞未満   ６，５００円 

   １５㎞以上２０㎞未満   ８，９００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満  １１，３００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満  １３，７００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満  １６，１００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満  １８，５００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満  ２０，９００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満  ２１，８００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満  ２２，７００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満  ２３，６００円 

   ６０㎞以上       ２４，５００円 
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   ケ 管理職手当（平成２２年４月１日現在） 

支給実績（平成２２年度普通会計決算） 

                 ９３，３４１ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度普通会計決算） 

                 ６６１，９９２ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く。）   ９２，７００円 

 ・部長級の参事       ７２，０００円 

 ・次長級          ６７，５００円 

 ・課長級          ５１，３００円 

 ・副課長級         ３５，１００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５３，０００円 

  ・副院長         １３６，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９１，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長、 ６７，５００円 

  中央放射線室部長 

 ・副薬局長、中央検査科長、 ５１，３００円 

  中央放射線室長、 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長、    ３８，７００円 

  中央放射線室副室長、 

  リハビリテーション副室長 

ｄ 看護師 

 ・副院長          ９６，３００円 

 ・看護局長         ８８，２００円 

 ・看護局次長        ６７，５００円 

 ・看護課長         ４６，８００円 

 

 

 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成２２年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

給  料 
市  長 副市長 

 
  ８３４，４００円   ７０３，５６０円 

報  酬 
議  長 副 議 長 議  員 

  ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

期末手当 

 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

６月期      １．９２５ 月分 

１２月期      １．９７５  月分 

計       ３．９００ 月分 
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 (10) 減額措置（平成２２年度）              

※ 財政状況等を考慮し、市長等の給料及び期末手当を減額しています。 

区  分 市  長 副市長 教 育 長 
 

 給 料 ２０％カット １８％カット １５％カット 

年間カット額 

(期末手当を含む。) 
3,700,731円 2,766,827円 1,983,476円  

 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 勤務時間 

  ア 土曜・日曜閉庁職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を６０分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

   

イ 土曜・日曜又はそのどちらかを開庁している職場 

   代表的な職場 

    保育所、斎場等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 土曜日及び日曜日又はそれらに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定される休日又はそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から１月３日まで） 

 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々尐なくとも４５分 １日２回各々尐なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

子の看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

短期介護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 
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(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

 

(ｳ) 育児休業（平成２２年度） 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 部分休業（平成２２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴  分限処分者数（平成２２年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職 １５ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

⑵  懲戒処分者数（平成２２年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  １ 

停 職  ２ 

減 給  ０ 

戒 告  ０ 

 

 

 

６ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 職員の厚生事業を実施するため 

   イ 選挙における期日前投票事務に従事するため 

   ウ 人間ドック受診のため 

   エ 研修を受けるため 

 

介護休暇 ６月以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得した者  １６ 人 

前年度から引き続いている者  ２６ 人 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得した者   １ 人 
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７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

  ア 内部研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 
地方公務員制度、 

職員の服務、勤務条件 
31 

災害時高齢者 

生活支援研修 

避難所生活でのメンタ

ルケア、防寒対策演習 
20 

新任課長研修 
議会の概要、委員会答

弁について、勤務評定 
19 

うつ・自殺予防 

対 策 研 修 

自殺予防対策の知識、

メンタルヘルス対策 
61 

上級職員研修 
事業仕分け演習、「報・

連・相」の重要性 
28 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修 

（セルフケア） 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの基礎知識、必

要なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ 
69 

管理職特別研修 

（２） 

人事評価の考え方・実

践演習、面談演習 
99 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修 

(相談対応能力向上研修) 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策と相談窓

口の役割、面談方法 
11 

新任職員研修 

（２） 
市内福祉施設見学 9 

不当要求対応研修 

（管理職対象） 

暴力団の現状と動向、

不当要求対応の演習 
43 

ＣＳマインド 

向 上 研 修 

ＣＳ応対の仕方、クレ

ーム応対の仕方 
28 交通安全研修 

交通事故防止の心構

え、危険予測(ﾋﾞﾃﾞｵ) 
117 

新任職員研修 

（３） 

危機管理について、公

務員倫理、ＩＳＯ 
9 

認知症サポーター 

養 成 研 修 

認知症の基礎知識、認

知症患者への接し方 
44 

普通救命講習 
基本的心肺蘇生法、Ａ

ＥＤの正しい使用法 
130 交通事故防止研修 

交通事故を起こさないた

めの心構え、ｸﾞﾙｰﾌﾟ討議 
16 

庶務事務研修 
文書事務、財務事務、

会計事務、契約事務 
38 男女共同参画研修 

更年期問題を男女で考

える 
42 

管理職人権研修 
管理職として正しい認

識、人権意識の高揚 
54 健康づくりｾﾐﾅｰ 

生活習慣病に対する知

識、予防方法 
46 

 

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 全国市町村国際文化研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

職場のチーム力

ア ッ プ 

質問・傾聴の技術、ｺﾐ

ｭﾆｹｰｼｮﾝの見直し 
1 

学習する組織 

を目指して 

学習する組織の基礎、

組織開発の実践 
1 

行政経営とその 

改 革 の 手 法 

方針管理制度、全庁的改革改

善運動、事業仕分けの実践 
1 

固 定 資 産 税 

課税事務（家屋） 

固定資産税総論、家屋評価

実務、不動産登記制度 
1 

組織・経営改革 

のための e-JIAM 塾 

組織や経営に関する

改革プランの作成 
1 人材育成の実践 

人材育成の理論、人材

マネジメントと研修 
1 

行政評価システム 

の 導 入 

行政評価ｼｽﾃﾑの基礎知

識、事務事業評価制度 
1 

事例で学ぶ人事制度

改革と自治体経営 

人事制度構築の手法、

人事制度改革の手法 
1 

人事評価制度と 

その運用の実際 

人事評価制度の意義、ｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝ(ｺｰﾁﾝｸﾞ・面談) 
1 

組 織 風 土 の 

イノベーション 

ｿﾘｭｰｼｮﾝﾌｫｰｶｽに基づい

た組織風土変革の方法 
1 

行政評価システム 

の効果的な活用 

行政評価の事例研究、

行政評価の課題解決 
1 組織マネジメント 

組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの基礎知

識、ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの実践 
1 

持続可能な 

まちづくり 

事例研究、まちづくり

の戦略と企画立案 
1    
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(ｲ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

研 修 企 画 

担当者研修 

研修の企画・立案・評価、

組織内における人材育成 
1 民法研修 

民法の基礎知識、物権、

債権、相続 
2 

接遇指導者 

養 成 研 修 

ﾏﾅｰとｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、面接・

電話応対、ｸﾚｰﾑ対応 
1 

市 町 管 理 職 

（副課長級）研修 

交渉・説明責任能力、

職場のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 
1 

監督職研修 
仕事と人のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、政

策形成の理論と実践 
4 

市 町 管 理 職 

（課長級）研修 

企業経営に学ぶ、管理職の

役割とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力の向上 
7 

公 務 員 倫 理 

指導者養成研修 

公務員に求められる倫

理・規律、職場風土の形成 
1 中堅職員研修 

説明・交渉能力、地域

課題の現場から 
5 

政策法務研修 
政策法務の基礎知識、

条例作成のポイント 
2 

市 町 職 員 

第１部研修 

民間経営に学ぶ、説明・発

信力、変革時代の政策形成 
8 

    

(ｳ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 
地方自治制度、地方公

務員制度、接遇 
9 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 

研 修 Ⅰ 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの重要性

と向上のﾎﾟｲﾝﾄ、実習 
2 

住 民 応 対 

能力向上研修 

CS の基礎知識、CS ｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝ、ｸﾚｰﾑ対応 
8 

ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ 

研 修 

ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝの基礎知識、

合意形成の進め方 
2 

問 題 解 決 

能力向上研修 

行政活動の基本姿勢、ｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝ、職場行動について 
2 

住民税課税 

事 務 研 修 

地方税財政の現状、税法

総則、住民税、所得税 
1 

固定資産 税 

課税事務研修 

税法総則、不動産登記

法、土地・家屋・償却 
2 法制研修 

法制執務総論、法令の

形式・解釈、改廃 
1 

監督者研修 
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの実践、管理

監督者の責務と役割 
2 

法的思考力 

養 成 研 修 

法的思考力の基礎知

識、法と地方自治 
2 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 

研 修 Ⅱ 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの方法、 

ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄによる実習 
2 

職場リーダー 

研 修 

職場ﾘｰﾀﾞｰの立場と役

割、後輩育成の意義 
2 

メンタルヘルス 

研 修 

職場における健康づ

くり、ストレス対策 
7 

政 策 形 成 

能力開発研修 

政策形成の基礎知識、

政策形成の具体的展開 
1 

徴収事務研修 
地方税財政の現状、税

法総則、滞納整理 
2 

ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞ 

研 修 

ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞの基礎知

識、問題発見のﾎﾟｲﾝﾄ 
2 

   

 (ｴ) 兵庫県市町振興課、(財)兵庫県市町村振興協会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

地方公会計 

改革研修会 

純資産変動計算書、資

金収支計算書の解説 
2 

資産整備に係る地方 

公会計改革研修会 

資産台帳等の段階的整

備、資産台帳の整備実例 
2 

栄 典 事 務 

担当職員研修 

栄典制度の概要、事務

処理上の注意点 
2 給与事務職員研修 

給与の基礎知識、給与

制度等の動向 
2 

交付税担当 

職 員 研 修 

交付税の現状と課題、基準

財政需要額の算定方法 
1 

新地方公営企業 

会計制度研修会 

地方公営企業会計制度

の見直し、課題と対応 
1 

財政担当職員研修 
地方債制度、財政健全

化法と地方公会計改革 
1 地域別管理職研修 

中心市街地・商店街活

性化について 
1 

法 制 執 務 

担当職員研修 

法令の形式、法令の改

廃、条例の立案 
1 

自治体経営 

改 革 研 修 

自治体における経営改

革、事例紹介 
1 

人事・労 務 

担当職員研修 

人事評価制度、給与の動

向、労働基準監督について 
1 パソコン研修 

初級、中級、アクセス

一般 
23 

人事評価制度研修 
人事評価の先進事例、

人事評価の動向 
1    
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   (ｵ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

交差点計画演習 
交差点計画と設計の

進め方、留意点 
1 第２回現場研修会 

震災資料保管庫、神戸

空港、建設現場見学 
1 

河川講習会 
河川整備と生物多様

性への配慮 
1 滞納整理実務入門 

滞納整理の基礎知識、

滞納処分、財産の差押 
1 

市町建設事業担当職

員災害復旧実務研修 

災害復旧事業につい

て、設計図面作成演習 
1 実践・滞納整理 

債権の差押、民事再生

手続 
1 

構造物(擁壁)設計演習 

に関する技術講習会 

構造物設計のﾎﾟｲﾝﾄ、擁

壁設計におけるﾐｽ事例 
1 

東播磨地域不当要 

求防止対策研修会 

実践的な受傷事故防止

訓練、不当要求対応 
9 

まちづくり研修 
既成市街地でのまちづく

り、土地区画整理事業 
1 

家屋被害認定士 

養 成 講 習 会 

家屋被害認定と被災者

生活再建支援法 
2 

新技術・新工法 

発 表 会 
新技術・新工法の発表 1 ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｾﾐﾅｰ 

組織が取り組むメンタ

ルタフネスの方法 
1 

構造物設計のための地盤

調査に関する技術講習会 

構造物設計に必要な地盤

調査の計画と結果の評価 
1    

 

(ｶ) 各任命権者の研修 

上記のほか各任命権者においても必要な研修を実施 

 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

   昇任、昇格試験 

  ア 実施月  平成２２年８月 

  イ 対象者  平成２３年４月昇任、昇格者 

   (ｱ) 係長級昇任試験受験者    ４８人 

   (ｲ) 係長級昇任者        １７人 

   (ｳ) ４級昇格者         １７人 

   (ｴ) ３級昇格者         ２４人 

   (ｵ) ２級昇格者         ２１人 

 

 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

   (ｲ) 掛金と負担金 

  平成２２年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 給料月額 １５５．５１２５ １９９．７６２５ ３５５．２７５０ 

賞 与 支給総額 １２４．４１００ １５９．８１００ ２８４．２２００ 

 

   (ｳ) 保健給付事業（健康保険、国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保健給付 

療養の給付、療養費、出産費及び埋葬料 

    ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 
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    ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

     退職共済年金  （申請件数  ６１人） 

    ｂ 障害給付 

     (a) 障害共済年金  （申請件数   ３人） 

     (b) 障害一時金   （申請件数   ０人） 

    ｃ 遺族給付 

     遺族共済年金  （申請件数  １０人） 

    ｄ 基礎年金 

     老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

   (ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う。） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ２９６人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ３０人） 

     (d) 子宮がん検診助成  （ １４９人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

  イ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号） 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 

   (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－児童手当－子ども手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

職   種 負 担 率 理事長が定める率 

一般職員 １．０４／１０００ ０．９３８ 

清掃職員 ３．３４／１０００ ０．９２３ 

消防職員 １．６７／１０００ ０．９７２ 

教育関係職員 １．０５／１０００ ０．９５７ 

水道・下水道職員 １．３４／１０００ ０．９２１ 

   (ｴ) 認定件数      １１件 

  ウ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断       受診者数【市全体】 ８０４人 

    ｂ 特殊健康診断 

     ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】  ６４人 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

取扱金融機関（９社） 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者    ３８人 

ｂ ３０年勤続者    ４４人 
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  エ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，１０５人（平成２２年４月現在） 

    兵庫県市町村職員共済組合 

    兵庫県市町村職員退職手当組合  いずれかに加入している職員 

    公立学校共済組合兵庫県支部 

   (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 

評議員（２０人） 

    ｂ 理事会 

理事（６人） 

    ｃ 事務局 

理事長、副理事長及び事務局長 

   (ｳ) 掛金と負担金（平成２１年１０月以降休止） 

    ａ 掛金 

     給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

     給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     (a) 死亡弔慰金     （ ０人） 

     (b) 結婚祝金      （ ０人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （ ０人） 

     (e) 脱退給付金     （ ０人） 

    ｂ 貸付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     生活資金の貸付け及び災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金（平成２１年１０月以降休止） 

     (b) 宿泊施設利用助成（助成券・助成金）（平成２１年１０月以降休止） 

     (c) チケットの斡旋（互助会が助成しないものについては、１０月以降も継続） 

    ｄ その他の事業 

     (a) 職員会館の運営（平成２２年１０月まで） 

     (b) 食堂の維持管理 

 

 ⑵ 利益の保護の状況 

  ア 措置要求   対象なし 

  イ 不服申立て  対象なし 

 


